令和6年度報酬改定に伴う
重要事項説明書の変更に係る同意書
令和6年度の報酬改定に伴い、令和6年4月1日より重要事項説明書の内容を以下のとおり変更いたします。
１．変更内容

以下、料金表のとおり利用料金に変更がございます。

提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）について

※利用料および負担額については、各地域区分に応じた地域単価を用いて記載してください。以下は例として地域区分2級地：地域単価11.12円で計算しています。（また、通院等乗降介助を行っていない場合は削除してください。）

	身体介護

	区分
	基本単位
	利用料
	利用者負担額

	
	
	
	１割負担
	２割負担
	３割負担

	20分未満
	昼間
	163
	1,812円
	182円
	363円
	544円

	
	早朝/夜間
	204
	2,268円
	227円
	454円
	681円

	
	深夜
	245
	2,724円
	273円
	545円
	818円

	20分以上
30分未満
	昼間
	244
	2,713円
	272円
	543円
	814円

	
	早朝/夜間
	305
	3,391円
	340円
	679円
	1,018円

	
	深夜
	366
	4,069円
	407円
	814円
	1,221円

	30分以上
1時間未満
	昼間
	387
	4,303円
	431円
	861円
	1,291円

	
	早朝/夜間
	484
	5,382円
	539円
	1,077円
	1,614円

	
	深夜
	581
	6,460円
	646円
	1,292円
	1,938円

	1時間以上
1時間30分未満
	昼間
	567
	6,305円
	631円
	1,261円
	1,892円

	
	早朝/夜間
	709
	7,884円
	789円
	1,577円
	2,366円

	
	深夜
	851
	9,463円
	947円
	1,893円
	2,839円

	1時間30分以上　30分増すごとに
	昼間
	82
	911円
	92円
	183円
	274円

	
	早朝/夜間
	103
	1,145円
	115円
	229円
	344円

	
	深夜
	123
	1,367円
	137円
	274円
	411円

	身体介護に引き続き生活援助を行った場合

	所要時間が20分から起算して25分を増すごとに、65単位(195単位を限度とする) を加算した単位数を算定する。

	生活援助

	区分
	基本単位
	利用料
	利用者負担額

	
	
	
	１割負担
	２割負担
	３割負担

	20分以上
45分未満
	昼間
	179
	1,990円
	199円
	398円
	597円

	
	早朝/夜間
	224
	2,490円
	249円
	498円
	747円

	
	深夜
	269
	2,991円
	300円
	599円
	898円

	45分以上
	昼間
	220
	2,446円
	245円
	490円
	734円

	
	早朝/夜間
	275
	3,058円
	306円
	612円
	918円

	
	深夜
	330
	3,669円
	367円
	734円
	1,101円


	通院等乗降介助

	区分
	基本単位
	利用料
	利用者負担額

	
	
	
	１割負担
	２割負担
	３割負担

	
	昼間
	97
	1,078円
	108円
	216円
	324円

	
	早朝/夜間
	121
	1,345円
	135円
	269円
	404円

	
	深夜
	146
	1,623円
	163円
	325円
	487円


※以下の加算・減算は算定するもののみ記載してください。（算定しない場合は削除。）
	加算
	基本単位
	利用料
	利用者負担額
	算定回数等

	
	
	
	1割負担
	2割負担
	3割負担
	

	口腔連携強化加算
	50
	556円
	56円
	112円
	167円
	1回につき（1月に1回を限度）


※口腔連携強化加算は、事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場合に、１月に１回に限り算定します。

	減算
	算定要件
	利用料（単位数）

	高齢者虐待防止措置未実施減算
	虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合。

・虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

・虐待の防止のための指針を整備すること。

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

・上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。


	所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算

	同一建物減算3
	正当な理由なく、事業所において、前６月間に提供した訪問介護サービスの提供総数のうち、当該事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは当該事業所と同一の建物(同一敷地内建物等)に居住する利用者（指定訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人

以上居住する建物に居住する利用者を除く。）に提供されたものの占める割合が100分の90以上である場合
	所定単位数の

100分の88に相当する単位数を算定


※同一建物減算3は令和6年11月1日より適用されます。
２．追加内容

以下の内容を各条項に追加いたします。
（1）虐待の防止について

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

①虐待防止に関する担当者を選定しています。

	虐待防止に関する担当者
	（役職）（氏名）

	虐待防止に関する責任者
	（役職）（氏名）


②虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図っています。
③虐待防止のための指針の整備をしています。
④従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修（年1回以上）を実施しています。
（2）業務継続計画の策定等
① 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施するた

　 めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業 

　務継続計画に従って必要な措置を講じます。

② 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し

　 ます。

③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

（3）衛生管理等
(1) 訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。
(2) 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。
(3) 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。
　　①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむ　ね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。
②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。
従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。
（4）身体拘束等の原則禁止

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行い、記録は完結の日より2年間保管します。（保存期間は管轄の自治体によって5年としているところもあります。起算日も同様。）

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。

緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危

　　　　　　　　　 険が及ぶことが考えられる場合に限ります。

非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶ

　　　　　　　ことを防止することができない場合に限ります。

一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった

　　　　　　　　 場合は、直ちに身体拘束を解きます。

上記、令和6年度報酬改定に伴う重要事項説明書の変更内容について、利用者に説明を行いました。
	説明年月日
	年　　　月　　　日


	所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　

	法人名
	

	代表者名
	

	事業所名
	

	説明者氏名
	


私は、本同意書に記載の重要事項説明書の変更内容について説明を受け、同意しました。
	利用者
	住　所
	

	
	氏　名
	


	代理人
	住　所
	

	
	氏　名
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